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CERI 有害性評価書について 

 
化学物質は、私たちの生活に欠かせないものですが、環境中への排出などに伴い、ヒト

の健康のみならず、生態系や地球環境への有害な影響が懸念されています。有害な影響の

程度は、有害性及び暴露量を把握することにより知ることができます。暴露量の把握には、

実際にモニタリング調査を実施する他に、特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管

理の促進に関する法律  (化学物質排出把握管理促進法) に基づく化学物質の排出量情報の

活用などが考えられます。  

CERI 有害性評価書は、化学物質評価研究機構 (CERI) の責任において、原版である化学

物質有害性評価書 (http://www.safe.nite.go.jp/data/sougou/pk_list.html?table_name=hyoka) を

編集したものです。実際に化学物質を取り扱っている事業者等が、化学物質の有害性につ

いて、その全体像を把握する際に利用していただくことを目的としています。 

予想することが困難な地球環境問題や新たな問題に対処していくためには、法律による

一律の規制を課すだけでは十分な対応が期待できず、事業者自らが率先して化学物質を管

理するという考え方が既に国際的に普及しています。こうした考え方の下では、化学物質

の取り扱い事業者は、法令の遵守はもとより、法令に規定されていない事項であっても環

境影響や健康被害を未然に防止するために必要な措置を自主的に講じることが求められ、

自らが取り扱っている化学物質の有害性を正しく認識しておくことが必要になります。こ

のようなときに、CERI 有害性評価書を活用いただければと考えています。 

CERI 有害性評価書は、化学物質の有害性の全体像を把握していただく為に編集したもの

ですので、さらに詳細な情報を必要とする場合には、化学物質有害性評価書を読み進まれ

ることをお勧めいたします。また、文献一覧は原版と同じものを用意し、作成時点での重

要文献を網羅的に示していますので、独自に調査を進める場合にもお役に立つものと思い

ます。 

なお、化学物質有害性評価書は、新エネルギー･産業技術総合開発機構 (NEDO) からの委

託事業である「化学物質総合評価管理プログラム」の中の「化学物質のリスク評価および

リスク評価手法の開発プロジェクト」において作成したものです。 
 
 

財団法人化学物質評価研究機構 
                              安全性評価技術研究所 
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1．化学物質の同定情報 

 
エピクロロヒドリン 物質名 
1-クロロ-2,3-エポキシプロパン、 
γ -クロロプロピレンオキシド、

2-(クロロメチル)オキシラン 
化学物質排出把握管理促進法 政令号番号 1-54 
化学物質審査規制法 官報公示整理番号 2-275 
CAS登録番号 106-89-8 
構造式 

 
 

  

分子式 C3H5ClO 

分子量 92.52 

 

 

2．我が国における法規制 
 

法 律 名 項  目 
化学物質排出把握管理促進法 第一種指定化学物質 
消防法 危険物第四類第二石油類 
毒劇物取締法 劇物 
労働基準法 疾病化学物質 
労働安全衛生法 危険物引火性の物、名称等を通知すべき有害物、

変異原性が認められた既存化学物質 
海洋汚染防止法 有害液体物質 A 類 
船舶安全法 毒物類 
航空法 毒物 
港則法 毒物類 

 

 

3．物理化学的性状 

 
項   目 特 性 値 出   典 
外 観 無色液体 U.S.NLM:HSDB, 2003 
融 点 -25.6℃ 

-48℃ 
-57.2℃ 

Merck, 2001 
IPCS, 2003 
SRC:PhysProp, 2002 

沸 点 117.9℃ Merck, 2001 
引 火 点 40℃ (開放式) 

31℃ (密閉式) 
Merck, 2001 
IPCS, 2003 

発 火 点 385℃ 
411℃ 

IPCS, 2003 
NFPA, 2002 

爆 発 限 界 3.8～21 vol% (空気中) IPCS, 2003 
比 重 1.1750 (25℃/4℃)  U.S.NLM:HSDB, 2003 

H2C CH

O

CH2 Cl
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項   目 特 性 値 出   典 
蒸 気 密 度 3.19 (空気 = 1) 計算値 
蒸 気 圧 1.6 kPa (20℃) IPCS, 2003 
分 配 係 数 log Kow = 0.45 (測定値)、 

0.63 (推定値) 
SRC:KowWin, 2003 

解 離 定 数 解離基なし  
土壌吸着係数 Koc = 123 (測定値) Gangolli, 1999 

水：65.9 g/L (25℃) SRC: PhysProp, 2002 溶 解 性 
アルコール、エーテル、クロロホル

ム、トリクロロエチレン、四塩化炭

素などの有機溶媒：混和 

Merck, 2001 

ヘンリー定数 3.08 Pa･m3/mol (25℃、推定値) SRC:PhysProp, 2002 
換 算 係 数 
(気相、20℃) 

1 ppm = 3.85 mg/m3 
1 mg/m3 = 0.260 ppm 

計算値 

 

 

4．製造輸入量・用途情報 (表 4-1、表 4-2) 
 

表 4-1 製造・輸入量等 (トン) 
年 1999 2000 2001 2002 2003 

製造量 132,126 134,709 119,806 113,336 111,493 
輸入量 6,477 15,791 12,431 11,604 10,361 
輸出量 28,204 26,381 26,570 17,100 17,042 
国内供給量注) 110,399 124,119 105,667 107,840 104,812 

 注：国内供給量＝製造量＋輸入量－輸出量 
出典：経済産業省 (2004)、財務省 (2005)  

 

 

表 4-2 用途別使用量の割合 

用途 
割合 

(%) 

エポキシ樹脂 70 
メタクリル酸 2,3-エポキシプロピル 18 
合成グリセリン 8 

合
成
原
料 その他(化粧品、エピクロルヒドリンゴ

ム、医薬品、界面活性剤) 
4 

合計 100 
出典：製品評価技術基盤機構 (2003) 
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5．環境中運命 

5.1 大気中での安定性 (表 5-1) 

           

     表 5-1 対流圏大気中での反応性 
対 象 反応速度定数 (cm3/分子/秒) 濃 度 (分子/cm3) 半減期 

OH ラジカル 4.4×10-13 (25℃、測定値) 5×105～1×106 20～40 日 
オゾン データなし 
硝酸ラジカル データなし 

     出典：SRC, AopWin Estimation Software, ver. 1.90. (反応速度定数) 

 

 

5.2 水中での安定性 

5.2.1 非生物的分解性 

エピクロロヒドリンの表層水中における加水分解半減期は 20℃、pH 5～9 では 6.5 日との報

告がある (Verschueren, 2001)。加水分解生成物としては、3-クロロ-1,2-プロパンジオールが推定

される (5.2.2 参照)。 

 

5.2.2 生分解性 

エピクロロヒドリンは好気的条件下では生分解されると推定される。 

 

a 好気的生分解性 (表 5-2、表 5-3) 

 
表 5-2 化学物質審査規制法に基づく生分解性試験結果注) 

分解率の測定法 分解率 (%) 判定結果 
生物化学的酸素消費量 (BOD) 測定 68 
ガスクロマトグラフ (GC) 測定 92 
全有機炭素 (TOC) 測定 84 

良分解性 

注：3-クロロ-1,2-プロパンジオールを用いた生分解性点検結果 
理由：エピクロロヒドリン濃度 100 mg/L、活性汚泥濃度 30 mg/L、試験期間 2 週間の条件にお

いて、BOD 測定でのエピクロロヒドリンの分解率は 18％であったが、試験液及び活性汚泥未

添加のコントロール液中の被験物質は 3-クロロ-1,2-プロパンジオールに加水分解されていた

ので、3-クロロ-1,2-プロパンジオールを用いてエピクロロヒドリンの生分解性が点検された。 
3-クロロ-1,2-プロパンジオール濃度：100 mg/L、活性汚泥濃度：30 mg/L、試験期間：2 週間 
出典：通商産業省 (1975) 通商産業公報 (1975 年 8 月 27 日) 

 

 

表 5-3 その他の生分解性試験結果 
試験方法 被試験物質

濃度 
試験期間 分解率 出  典 

微生物を含む河川水 60% (一次分解；親化合

物の他の物質への解) 
微生物を含む海水 

100 mg/L 3 日 
 
 8% (一次分解)  

近藤ら, 1988a,b 
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その他に、微生物源は不明だが 5 日間の BOD を指標とする生分解性試験での分解度は、未

馴化の場合には 3%であったが、馴化すると 14%になったとの報告がある (Bridie et al., 1979a)。 

 

b 嫌気的生分解性 

調査した範囲内では、嫌気的生分解性に関する報告は得られていない。 

 

5.3 環境水中での動態 

エピクロロヒドリンは、水に対する溶解度が 65.9 g/L (25℃)、蒸気圧が 1.6 kPa (20℃)、ヘン

リー定数が 3.08 Pa･m3/mol (25℃) である (3 章参照)。ヘンリー定数を基にしたエピクロロヒド

リンの水中から大気中への揮散による消失半減期は、水深 1 m、流速 1 m/秒、風速 3 m/秒のモ

デル河川では 19 時間、水深 1 m、流速 0.05 m/秒、風速 0.5 m/秒のモデル湖水では 12 日と推算

される (Lyman et al., 1990)。 

エピクロロヒドリンは、土壌吸着係数 (Koc) の値が 123 (3 章参照) であるので、水中の懸濁

物質及び底質には吸着され難いと推定される。 

以上のこと及び 5.2 の結果より、環境水中にエピクロロヒドリンが排出された場合は、大気

への揮散、生分解及び加水分解により除去されると推定される。 

 

5.4 生物濃縮性 

調査した範囲内では、エピクロロヒドリンの生物濃縮係数 (BCF) の測定値に関する報告は得

られていない。 

しかし、エピクロロヒドリンのオクタノール/水分配係数 (log Kow) の値は 0.45 (3 章参照) で

あることから、BCF は 3.2 と計算されており (SRC: BcfWin, 2003)、水生生物への濃縮性は低い

と推定される。 

 

 

6．環境中の生物への影響 

6.1 水生生物に対する影響 

6.1.1 藻類に対する毒性 (表 6-1) 

 エピクロロヒドリンの藻類に対する毒性については、セレナストラムに対する試験結果があ

り、生長阻害を指標とした 96 時間 EC50 は 16.5 mg/L であった (Dow Chemical U.S.A., 1982)。 

調査した範囲内では、エピクロロヒドリンの藻類の長期毒性に関する試験報告は得られてい

ない。 
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表 6-1 エピクロロヒドリンの藻類に対する毒性試験結果 

生物種 
試験法/ 
方式 

温度 
(℃) 

エンドポイント 
濃度 

(mg/L) 
文献 

淡水 
Selenastrum 
capricornutum1) 
(緑藻、ｾﾚﾅｽﾄﾗﾑ) 

止水 24±2 96 時間 EC50 生長阻害 16.5 
(n) 

Dow Chemical  
U.S.A., 1982 

(n): 設定濃度 
1) 現学名: Pseudokirchneriella subcapitata 

 

 

6.1.2 無脊椎動物に対する毒性 (表 6-2) 

 エピクロロヒドリンの無脊椎動物に対する急性毒性については、甲殻類のオオミジンコの遊

泳阻害を指標とした EC50、あるいは LC50 が報告されており、このうち最小値は、48 時間 LC50

の 23.9 mg/L であった (Gersich et al., 1986)。 

調査した範囲内では、エピクロロヒドリンの淡水生物及び海産種に対する長期毒性に関する

試験報告は得られていない。 

 

表 6-2  エピクロロヒドリンの無脊椎動物に対する毒性試験結果 

生物種 大きさ/ 
成長段階 

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L) ｐH エンドポイント
濃度 

(mg/L) 文献 

淡水 
ND 止水 ND ND 8 24 時間 EC50 

遊泳阻害 
40 

 (n) 
Bringmann 
& Kuhn, 
1982 
 

止水 20-22 70 7.6-
7.7

24 時間 LC50 

 
30 
(n) 

Bringmann 
& Kuhn, 
1977  

Daphnia 
magna  
(甲殻類、 
ｵｵﾐｼﾞﾝｺ) 

24 時間 
以内 

止水 
ASTM1) 

19.8-
20.9

157 
 

7.7-
9.9

48 時間 LC50 23.9 
(n) 

Gersich et 
al., 1986 

ND: データなし、(n): 設定濃度 
1) 米国公衆衛生協会 (American Public Health Association) テストガイドライン 

 

 

6.1.3 魚類に対する毒性 (表 6-3) 

エピクロロヒドリンの魚類に対する急性毒性のうち、96 時間 LC50 は 10.6～35 mg/L の範囲

であった。また、淡水魚のグッピーの延長毒性試験で、14日間LC50が 0.65 mg/Lであった (Deneer 

et al., 1988)。 

海水魚の最小値は､シープスヘッドミノーの 96 時間 LC50が 11.8 mg/L であった (Dawson et al, 

1977)。調査した範囲内では、エピクロロヒドリンの魚類に対する長期毒性に関する試験報告は

得られていない。 
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表 6-3 エピクロロヒドリンの魚類に対する毒性試験結果 

生物種 大きさ/ 
成長段階 

試験法/ 
方式 

温度

(℃)
硬度 

(mg CaCO3/L)
ｐH エンドポイント

濃度 
(mg/L) 文献 

淡水 
Danio rerio 
(ｾﾞﾌﾞﾗﾌｨｼｭ) 

ND 止水 ND ND ND 96 時間 LC50 30.5 
 (n) 

Wellens, 1982
 

Lepomis 
macrochirus 
(ﾌﾞﾙｰｷﾞﾙ) 

33-75 mm 止水 23 55 7.6-
7.9

96 時間 LC50 35 
 

(n) 

Dawson et al., 
1977 

稚魚 
10-15 日 

11.6 mg、
9.5 mm 

12.7 
 
 

(n) 

稚魚 
30-35 日 

76.8 mg、
14.9 mm 

10.6 
 
 

(n) 

Pimephales 
promelas 
(ﾌｧｯﾄﾍｯﾄﾞﾐﾉ
ｰ) 

未成魚 
65-94 日 
391 mg 
28 mm 

止水 21-
23 

96-125 7.2-
8.5

96 時間 LC50 

13.2 
 
 

(n) 

Mayes et al., 
1983 
 

Rasbora 
heteromorpha 
(ﾊｰﾚｸｲﾝﾌｨｯｼ
ｭ、ｺｲ科) 

1.3-3 cm 半止水 20 20 7.2 24 時間 LC50 
48 時間 LC50 

72 
36 

 
 

Alabaster,  
1969 
 
 

Poecilia 
reticulata 
(ｸﾞｯﾋﾟｰ) 

2-3 か月

齢 
半止水 
閉鎖系 

21-
23 

ND 6.5-
7.5

14 日間 LC50 0.65 
(a, n) 

Deneer et al., 
1988 
 

Oncorhynchus 
mykiss 
(ﾆｼﾞﾏｽ) 

2 年齢 半止水 16.5-
21.5

ND ND 48 時間 LC0 
48 時間 LC100 

19 
38 

 

Lysak & 
Marcinek, 
1972 

Leuciscus idus 
melanotus 
(ｺｲ科の一種) 

ND DIN1) 
38412-15 
止水 

ND ND ND 48 時間 LC50 24 
 (n) 

Juhnke & 
Luedemann, 
1978 
 

Carassius 
auratus 
(ｷﾝｷﾞｮ) 

3.3 g APHA2) 
止水 

20 ND 
 

7.0 24 時間 LC50 23 
(m) 

Bridie et al., 
1979b 

海水 
Menidia 
beryllina 
(ｲﾝﾗﾝﾄﾞｼﾙﾊﾞ

ｰｻｲﾄﾞ、ﾄｳｺﾞﾛ

ｳｲﾜｼ科) 

40-100 
mm 

止水 20 人工海水 7.6-
7.9

96 時間 LC50 18 
 

(n) 

Dawson et al., 
1977 
 

Cyprinodon 
variegatus 
(ｼｰﾌﾟｽﾍｯド ﾐ

ﾉｰ) 

ND ND ND ND ND 96 時間 LC50 11.8 
 

(n) 

Dawson et al, 
1977 
 

ND: データなし、(a, n): 被験物質の分析を実施しているが、設定濃度により表示、(n): 設定濃度、(m): 測定

濃度、閉鎖系: 試験容器や水槽にフタ等をしているが、ヘッドスペースはある状態 
1) ドイツ規格協会 (Deutsches Institut fur Normung) テストガイドライン、2) 米国公衆衛生協会 (American 
Public Health Association) テストガイドライン 

 

 

6.2 環境中の生物への影響 (まとめ) 

 エピクロロヒドリンの環境中の生物に対する毒性影響は､致死、遊泳阻害、生長阻害を指標と
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した藻類､無脊椎動物、及び魚類に対する試験結果がある。 

 藻類では、セレナストラムの生長阻害を指標とした 96 時間 EC50 が 16.5 mg/L であり､この値

は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。 

無脊椎動物では、甲殻類のオオミジンコに対する毒性試験の報告がある。遊泳阻害、又は致

死を指標とした急性毒性 (EC50、あるいは LC50) の最小値は、48 時間 LC50 の 23.9 mg/L であり、

GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。 

魚類に対する急性毒性については、96 時間 LC50 の範囲は 10.6～35 mg/L であり、これらの値

は GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。淡水魚の毒性の最小値は、実測濃度

に基づいた得られたグッピーに対する 14 日間 LC50 の 0.65 mg/L であった。また、海水魚の毒

性の最小値は､シープスヘッドミノーに対する 96 時間 LC50 の 11.8 mg/L であった。 

 

以上から､エピクロロヒドリンの水生生物に対する急性毒性は、藻類、甲殻類及び魚類に対し

GHS 急性毒性有害性区分 III に相当し、有害性を示す。 

得られた毒性データのうち水生生物に対する最小値は、魚類のグッピーに対する 14 日間 LC50

の 0.65 mg/L である。 

 

 

7．ヒト健康への影響 

7.1 生体内運命 (図 7-1) 

 エピクロロヒドリンは経口、吸入、及び経皮のどの投与経路からでも、迅速に吸収される。 

 マウスにエピクロロヒドリンを経口投与した試験で､血漿中の濃度は 5 分以内に最大に達し

た。 

 吸収されたエピクロロヒドリンは体内に広く分布する。ラットにエピクロロヒドリンを経口

投与した試験で、胃､腸、腎臓、前立腺、涙腺、肝臓中のエピクロロヒドリン濃度は、血液中濃

度の 2 倍以上の濃度となった。一方、吸入暴露した実験で、血液中濃度の 2 倍以上の濃度とな

った器官は、鼻甲介上皮､涙腺、腎臓、肝臓､大腸であった。 

ラットでは投与経路や濃度には関係なく、肺からは二酸化炭素の形で吸収量の 25～42%が、

尿からは代謝物として 46～54%が排泄された。尿中における主な代謝物は N-アセチル-S-(3-ク

ロロ-2-ヒドロキシプロピル)-L-システインとα-クロロヒドリンであった。これらの代謝物の産

生にはグルタチオンのエポキシド抱合、そしてエポキシドの開環反応（加水分解）が関与して

いる。また、呼気中への炭酸ガスが排出は、α-クロロヒドリンを経由していると思われる。 
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図 7-1 エピクロロヒドリンの代謝経路 (Gingell et al., 1985 より作成) 
(1)エピクロロヒドリン (2)α-クロロヒドリン  
(3)S-(3-クロロ-2-ヒドロキシプロピル)-L-システイン 
(4)N-アセチル-S-(3-クロロ-2-ヒドロキシプロピル)-L-システイン 
(5)S-(2,3-ジヒドロキシプロピル)-L-システイン 
(6)N-アセチル-S-(2,3-ジヒドロキシプロピル)-L-システイン 
GSH:グルタチオン、―SG: グルタチオン抱合体 

 

7.2 疫学調査及び事例 

 ヒトで 50 mg/kg の経口摂取で死亡した例が報告されている。 
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 エピクロロヒドリンはヒトに対して眼、鼻粘膜への刺激性があり、眼への影響は、高濃度の

場合角膜の混濁、又は壊死がおこる場合がある。 

 

 エピクロロヒドリンの感作性によるアレルギー性接触皮膚炎が誘導されるとの報告がある。 

 発がん性、末梢リンパ球の染色体異常、生殖影響について疫学調査が行われているが、い

ずれもエピクロロヒドリン暴露と症例発生の相関を十分に示す報告はなかった。 

 

7.3 実験動物に対する毒性 

7.3.1 急性毒性 (表 7-1) 

経口投与での LD50 は、マウスで 236 mg/kg、ラットで 260 mg/kg、吸入暴露での LC50 は、マ

ウスで 779 ppm (2 時間)、ラットで 623 ppm (4 時間) ないし 353 ppm (6 時間)、ウサギで 445 ppm 

(4 時間)、経皮投与での LD50 は、ラットで 750 mg/k、ウサギで 754 mg/k であった。 

経口、吸入、皮膚経由による急性死亡は通常、呼吸中枢の抑制からの呼吸不全による。主な

毒性症状は、呼吸器に出血を伴った刺激や水腫、中枢神経の抑制である。また、ラット､マウス

の致死例には、肺、肝臓、腎臓、副腎、甲状腺に病理組織学的変化がみられた。 

 

表 7-1 エピクロロヒドリンの急性毒性試験結果 
 マウス ラット ウサギ 

経口LD50  (mg/kg) 236  260  ND 
吸入LC50 (ppm) 779 (2時間) 353 (6時間)、623 (4時間) 445 (4時間)  

経皮LD50 (mg/kg) ND 750 754 
皮下LD50 (mg/kg) ND 150 515 

ND: データなし 
出展：GDCh BUA, 1993; IARC, 1999; IPCS, 1984 

 

 

7.3.2 刺激性及び腐食性 (表 7-2) 

エピクロロヒドリンの蒸気は、眼及び呼吸器に強い刺激をもたらし､原液に接触した場合は、

腐食性を示した。 

 

表 7-2 エピクロロヒドリンの刺激性及び腐食性試験結果 
動物種等 試験法 投与期間 投与量 結果 文献 

皮膚一次刺激

性試験 
2- 24 時間 原液閉塞貼付 強度の刺激性と壊死 Pallade et al., 

1967 
皮膚一次刺激

性試験 
24 時間 5% (綿実油中) 

0.3% (綿実油中)閉
塞貼付 

5%:強度の刺激性 
0.3%以下: 刺激性なし 

Lawrence et 
al., 1972 

ウサギ 

眼一次刺激性

試験 
不明 80% (綿実油中) 

10% (綿実油中) 
点眼 

80%: 強度の刺激性 
10%: 軽度の刺激性 

Lawrence et 
al., 1972 
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動物種等 試験法 投与期間 投与量 結果 文献 
ラット 
 

呼吸器一次刺

激性試験 
15 分間 101 – 1,936 ppm 

(382 – 7,420 mg/m3) 
呼吸数減少濃度; 363 ppm 
呼吸数半減濃度 (RD50); 
1,342 ppm（5,073 mg/m3） 

Gardner et al., 
1985 

マウス 
Swiss-Webster 
雄 

呼吸器一次刺

激性試験 
15 分間 ND 呼吸数半減濃度 (RD50): 

687 ppm 
Kane et al., 
1979 

ND: データなし 

 

 

7.3.3 感作性 (表 7-3) 

 エピクロロヒドリンは、ヒトにも動物にも皮膚感作性を示した。 

 

表 7-3 エピクロロヒドリンの感作性試験結果 
動物種等 試験法 投与期間 投与量 結   果 文献 
モルモッ

ト albino 
(雌 15 匹) 
 

Maximization 法 1)5%エタノール溶液 24 時間

閉塞適用 
2)5%エタノール溶液､及び

Freund’s Complete Adjuvant
の 3 回皮内注射による感作

誘導 
3)1%エタノール溶液を 24 時

間閉塞適用で惹起 

9/15 例 陽性 Thorgeirsson 
& Fregert, 
1977 

モルモッ

ト (5 匹) 
Maximization 法 ND 0.1%エタノール

溶液 
5 匹全て 陰性 Lawrence et 

al., 1972 
モルモッ

ト (10 匹) 
Draize 修正 Landsteiner & 
Jacobs 法 

ND 10 匹全て 陽性 Rao et al., 
1981 

ND: データなし 

 

 

7.3.4 反復投与毒性 (表 7-4) 

エピクロロヒドリンの反復投与毒性については、ラットを用いた経口投与試験、マウス、ラ

ット、ウサギを用いた吸入暴露試験、ラットを用いた腹腔内投与試験が行われている。 

雌雄 SD ラットにエピクロロヒドリン 0、1、5、25 mg/kg/日を 90 日間強制経口投与した試験

で､25 mg/kg/日投与群で、雌雄とも腎臓相対重量の増加、及び肝臓相対重量の増加がみられた。

血液学的検査では、雄の 25 mg/kg/日投与群で赤血球数、ヘモグロビン値、ヘマトクリット値の

有意な減少がみられた。病理組織学的検査では､5 mg/kg/日以上の投与群で、雌雄とも前胃に炎

症と上皮変性、前胃粘膜の過形成 (表皮肥厚と過角化) がみられた。著者らはこの試験におけ

る NOAEL を前胃の粘膜の過形成、過角化を指標とした 1 mg/kg/日としており (Daniel et al., 

1996)、この値を本評価書における NOAEL と判断する。 

 雌雄 B6C3F1 マウスにエピクロロヒドリンの蒸気 0、5、25、50 ppm (0、19、95、189 mg/m3) を

6 時間/日、5 日/週、13 週間吸入暴露した試験で､25 ppm 以上の雌雄に、鼻甲介の気道上皮に炎

症、限局性びらん、過形成、扁平上皮化生がみられた。また、50 ppm の雌雄の鼻甲介内腔に、

化膿性炎症性浸出液、又は鼻汁がみられた。50 ppm の雌では嗅上皮に影響がみられた。その他

の暴露に関連する所見はみられなかった。著者らは NOAEL を鼻甲介の変化を指標とし､5 ppm
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としており (Quast et al., 1979a,b)、この値を本評価書における NOAEL と判断する。 

 

表 7-4 エピクロロヒドリンの反復投与毒性試験結果 

動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

経口投与

(強制) 
10日間 0、3、7、19、46 

mg/kg/日  
  3 mg/kg/日以上: 
 雌雄：体重増加抑制 
    前胃の粘膜過形成 (表皮肥厚

と過角化) 
 19 mg/kg/日以上: 
 雌雄：腎臓相対重量増加 
 雄 ：肝臓相対重量増加 
 46 mg/kg/日: 
 雌 ：肝臓相対重量増加 
 雄 ：精巣相対重量増加､赤血球数、

ヘモグロビン値、ヘマトクリ

ット値の減少 
LOAEL：3 mg/kg/日 

ラット 
SD 
雌雄 

10匹/群 
 

経口投与

(強制) 
90日間 0、1、5、25 

mg/kg/日 
 5 mg/kg/日以上: 
 雌雄：用量依存の前胃の粘膜過形成 

(表皮肥厚と過角化) 
 25 mg/kg/日: 
 雌雄：腎臓相対重量、及び肝臓相対

重量増加 
 雄 ：赤血球数、ヘモグロビン値、

ヘマトクリット値の減少 
 

NOAEL：1 mg/kg/日 

Daniel et 
al., 1996 

ラット 
 

経口投与

(強制) 
 

2 – 12 
週間 

3 –7回/週 

0、11 – 80  
mg/kg/回 

11 mg/kg/回以上: 
 体重増加抑制、 
 腎臓､心臓、肝臓の相対重量の増加 
 ヘモグロビン濃度、ヘマトクリット

値減少、白血球分画の変化 
40 mg/kg/回以上: 
 腎臓尿細管の変性 

Lawrence 
et al., 
1972;  
van Esch, 
1981 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 

5 匹/群 

吸入暴露 
 

12 日間 
7 時間/日 

5 日/週 
 

0、100 ppm (0、378 
mg/m3) 

100 ppm: 
 体重増加抑制、胸腺萎縮、 

鼻甲介の変性､退色､炎症、過形成、 
単核細胞浸潤 
気管支、肺の単核細胞浸潤 

対照群: 
 鼻甲介の単核細胞浸潤 

Quast et 
al., 1979c 

マウス 
B6C3F1 
雌雄 

10 匹/群 

吸入暴露 
 

13 週間 
6 時間/日 

5 日/週 
 

0、5、25、50 ppm (0、
19、95、189 mg/m3)

25 ppm 以上: 
 雌雄; 鼻甲介気道上皮に炎症、限局

性びらん、過形成、扁平上皮

化生 
50 ppm: 
 雌雄; 鼻甲介内腔に化膿性浸出液、

又は鼻汁 
 雌; 嗅上皮に影響 
NOAEL：5 ppm (19 mg/m3) 

Quast et 
al., 1979a,b
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
F344 

及び SD 
雌雄 

5 匹/群 

吸入暴露 
 

12 日間 
7 時間/日 

5 日/週 
 

0、100 ppm (0、378 
mg/m3) 

F344 及び SD ラットとも 
100 ppm: 
 体重増加抑制、胸腺萎縮、腎臓の相

対重量増加 
鼻甲介の変性､退色､炎症、過形成、 
単核細胞浸潤 
腎臓の退色､ネフローゼ、尿細管拡

張、浮腫 
気管支、肺の単核細胞浸潤 

 対照群: 
 鼻甲介、気管支、肺の単核細胞浸潤 

Quast et 
al., 1979c 

ラット 
Wistar 
8 匹/群 

吸入暴露 11 – 19 回 
6 時間/日 

5 日/週 
 

0、9、17、27、56、
120 ppm (0、34、64、
102、212、454 
mg/m3) 

 9 及び 17 ppm: 
 暴露による影響なし 
 27 ppm: 
 呼吸器の刺激 
 56 ppm: 
 死亡、体重増加抑制、呼吸困難、鼻

汁 
 120 ppm: 
 肺のうっ血と水腫、肝臓のうっ血と

壊死、腎臓尿細管萎縮、尿タンパク

増加 

Gage, 1959

ラット 
F344､及
び SD 
雌雄 

10 匹/群 

吸入暴露 13 週間 
6 時間/日 

5 日/週 
 

0、5、25、50 ppm (0、
19、95、189 mg/m3)

25 ppm 以上: 
 両系統雌雄; 

 鼻甲介気道上皮に炎症、限局性

びらん、過形成、扁平上皮化生 
50 ppm: 
 両系統雌雄;  

鼻甲介内腔に化膿性浸出液、又は

鼻汁、嗅上皮への影響 
 両系統雌 

腎臓尿細管の拡張 
 F344 雌雄、SD 雌 

腎臓相対重量の増加 
NOAEL (鼻甲介の変化) :   

5 ppm (19 mg/m3) 
NOAEL (腎臓障害) :  

25 ppm (95 mg/m3) 

Quast et 
al., 1979a,b

ラット 
 

連日連続

吸入暴露 
 

98 日間 0、0.2、2、20 
mg/m3 
(0、0.05、0.5、5 ppm)  

 0.05 ppm: 
 影響なし 
 0.5 ppm: 
 変性白血球数の増加 
 5 ppm: 
 体重増加抑制 
 肺､腎臓、心臓､神経細胞に軽度の病

理組織学的変化 

Fomin, 
1966 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
SD 
雌雄 

30 匹/群 

吸入暴露 
 

10 週間 
6 時間/日 

5 日/週 
＋ 

(10 週間) 
回復期間  

 

0、5、25、50 ppm (0、
19、95、189 mg/m3)

暴露 (10 週間) 終了直後の剖検 
 25 ppm 以上: 
 雌 ：鼻甲介の炎症､限局性病変、

呼吸上皮の変化 
 50 ppm: 
 雌雄：腎臓の相対重量増加 
    限局性尿細管変性 
 雄 ：鼻甲介の炎症､限局性病変、

呼吸上皮の変化 
回復期間 (10 週間) 経過後の剖検 
 50 ppm: 
 雌雄：腎臓の相対重量増加 
    限局性尿細管変性 
 鼻甲介の傷害は回復していた。 
NOAEL: 5 ppm (19 mg/m3) 

John et al., 
1979,1983a 

ウサギ 
NZW 
雄 

10 匹/群 

吸入暴露 10 週間 
6 時間/日 

5 日/週 
＋ 

(10 週間) 
回復期間  

 

0、5、25、50 ppm (0、
19、95、189 mg/m3)

暴露 (10 週間) 終了直後の剖検 
 25 ppm 以上: 
 化膿性鼻炎、副鼻腔炎、肺炎の発生 
 
回復期間 (10 週間) 経過後の剖検 

化膿性鼻炎、副鼻腔炎、肺炎は回復

していた。 
NOAEL: 5 ppm 

John et al., 
1979,1983a 

ラット 腹腔内 12 週間 
 

0、22、56  
mg/kg/日 

22 mg/kg/日 以上: 
 ヘモグロビン値の減少、リンパ球比

率の減少 
56 mg/kg/日: 
 分葉核好中球比率の増加 

Lawrence, 
et al., 1972

 

 

7.3.5 生殖・発生毒性 (表 7-5) 

 エピクロロヒドリンの生殖・発生毒性については、ラット、マウスを用いた経口投与、ラッ

ト、ウサギを用いた吸入暴露試験、インコを用いた腹腔内投与試験が行われており、エピクロ

ロヒドリンは雄ラット、インコの生殖系に影響を及ぼした。雄ラットに対して15 mg/kg/日 (12

日間)、20 mg/kg/日 (5日間) の経口投与は一時的な雄性不妊をもたらした。その後回復してい

るが､投与期間が短くNOAELを決定できなかった。また、雄ラットへ6時間/日、5日間/週、10

週間の吸入試験で、5 ppmでは影響なく、25 ppmで一時的な雄性不妊が現われているが､この試

験もNOAELを決定できなかった。エピクロロヒドリンの発生毒性はみられなかった。 

 

表 7-5 エピクロロヒドリンの生殖・発生毒性試験結果 
動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット 

雄 
経口投与

(強制) 
12日間 15 mg/kg/日 未投与の雌と交配 

投与中はその後、1週間授精せず 
 投与中止後1週間以内に授精回復 

Hahn, 
1970 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ラット 

雄 
5匹/群 

経口投与

(強制) 
20 mg/kg/日、5日間 
50 mg/kg/日、5日間 
100 mg/kg/日、 1日間 
投与後、未投与の雌ラットと 
交配 

全ての投与方法で雄性不妊があった 
20 mg/kg/日、5日間の投与 
 雄性不妊は投与中止で回復 
50 mg/kg/日、5日間の投与 
 永久的な雄性不妊 
100 mg/kg/日、1日間の投与  

永久的な雄性不妊 

Cooper et 
al., 1974 

ラット 
Long-Evans 

雌雄 

経口投与

(強制) 
雄 

交配前21日間 
雌 

交配前14日間、

及び交配期間中 

雄 
 0、12.5、25、

50 mg/kg/日
雌 
 0、25、50、

100 mg/kg/日

 それぞれ未投与のラットと交配 
雌 
 生殖に関する影響なし 
雄  
 12.5 mg/kg/日以上 
  精子運動の線速度､曲線速度の減少 
 50 mg/kg/日 

授精試験：雄性不妊 
  精子運動の直線性減少 

Toth et al., 
1989 
 

ラット 
Long-Evans 

雄 

経口投与 
(強制) 

23日間投与 
19日、22日に無

投与の雌と交

配 

0、6.25、12.5、
25 mg/kg/日 

 6.25 mg/kg/日以上 
  受精卵及び着床数の減少 

Toth et al., 
1991 

ラット 
F344 

吸入暴露

(全身) 
4時間 100 ppm 暴露直後､及び1日、2日､6日、14日後に

安楽死させ、精巣上体尾部中の精子分析

の結果 
1日後の精子の直線運動速度、曲線運

動速度がそれぞれ､対照に比べ80、
85%に減少、それ以降の日は影響なし 

Slott, et 
al., 1990 

ラット 
雌雄 

吸入暴露

(全身) 
10週間 

6時間/日 
5日間/週 

 

0、5、25、50 ppm 
(0、19.7、93.4、
189 mg/m3) 

 25 ppm以上 
 雄：一時的な雄性不妊 
 
 雌：全濃度生殖に関する影響なし 

ウサギ 
雄 

吸入暴露

(全身) 
10週間 

6時間/日 
5日間/週 

0、5、25、50 ppm 
(0、19.7、93.4、
189 mg/m3) 

生殖に関する影響なし 
精子に対する悪影響なし 

John et al., 
1983b 

ホンセイイン

コ 
雄 

腹腔内投

与 
 20、50 mg/kg単

回投与 
20 mg/kg 3日連

続投与  

20、50 mg/kg単回投与 
 精巣中の精子形成抑制 
20 mg/kg、3日連続投与 
 死亡 

Hans et 
al., 1999 

マウス 
ICR 

経口投与

(強制) 
妊娠6 – 15 日 

 
0、80、120、160 
mg/kg/日 

胎児 
120 mg/kg/日以上 

平均体重の有意な減少 
 160 mg/kg/日まで奇形の発生なし 

Marks et 
al., 1982 

ラット 
SD 
雌 

経口投与

(強制) 
妊娠6 – 15日 0、40、80、160 

mg/kg/日 
母動物 
 80 mg/kg/日以上; 体重増加の抑制 
 160 mg/kg/日; 死亡の発生 
胎児 

影響なし 

Marks et 
al., 1982 

ラット 
SD 
雌 

(43 – 46匹/群) 

吸入暴露

(全身) 
妊娠6 – 15日 

7時間/日 
妊娠21日目剖検 

0、2.5、25 ppm 
(0、9.5、95 
mg/m3) 

各投与群の32-36匹/群剖検  
母動物 
 影響なし 
 胎児 
 影響なし 

John et al., 
1983b  
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 
ウサギ 

New Zealand 
White 

(20 – 25匹/群) 

吸入暴露

(全身) 
妊娠6 – 18日 

7時間/日 
妊娠29日目剖検 

0、2.5、25 ppm 
(0、9.5、95 
mg/m3) 

各投与群の16-23匹/群剖検 
母動物 
 影響なし 
胎児 
 影響なし 

John et al., 
1983b  
 

 

 

7.3.6 遺伝毒性 (表 7-6) 

エピクロロヒドリンは in vitroにおいて復帰突然変異試験でS9添加の有無にかかわらず陽性、

各種染色体異常試験で陽性、DNA 損傷試験、DNA 鎖切断試験で陽性、SCE 試験で陽性であっ

た。in vivo においてはマウスの小核試験、及び優性致死試験は陰性ではあるがマウス腹腔内投

与の染色体異常試験、染色分体交換試験では陽性であった。これらの結果を総合するとエピク

ロロヒドリンは遺伝毒性を有すると判断する。 

 

表 7-6 エピクロロヒドリンの遺伝毒性試験結果 
用量μg/mL 結果 

試験系 試験材料 処理条件 
最低   最高 －S9 +S9 

文献 

ネズミチフス菌

TA100 
ND 0.5 

 
＋   ＋ 
 

Richold & 
Jones, 
1981 

ネズミチフス菌

TA102 
ND 250 

 
＋   ＋ Hughes et 

al., 1987  

ネズミチフス菌

TA1535 
ND 5 

 
＋   ＋ 
 

Simmon & 
Shepherd, 
1981 

ネズミチフス菌

TA1537 
ND 250 

 
＋   － 
 

Richold & 
Jones, 
1981 

ネズミチフス菌

TA1538 
ND 250 

 
＋   － 
 

Richold & 
Jones, 
1981 

ネズミチフス菌

TA98 
ND 50 

 
＋   ＋ 
 

Richold & 
Jones, 
1981 

大腸菌 
WP2 uvrA 

ND 10 ＋   ＋ Gatehouse, 
1981 

復帰突然変異

試験 
 
 

酵母 
 

ND 180 ＋   ND Heslot, 
1962 

遺伝子変換試

験 
酵母 ND 50 ＋   ND Sharp & 

Parry, 
1981b 

突然変異性試

験 
アカパンカビ ND 14,000 ＋   ND Kolmark & 

Giles, 1955

異数性試験 酵母 
D6 

ND 50 ＋   ND Parry & 
Sharp, 
1981 

in 
vitro 

染色体異常試

験 
CHO 細胞 2) ND 100 ＋    ＋ 

 
Natarajan 
& van 
Kesteren- 
van 
Leeuwen, 
1981  
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用量μg/mL 結果 
試験系 試験材料 処理条件 

最低   最高 －S9 +S9 
文献 

ヒトリンパ球 ND 18.5 ＋     ND Norppa et 
al., 1981 

大腸菌 WP2、
WP67 (uvrA、
polA)、CM871 

ND 250 ＋   ＋ Tweats, 
1981 

枯草菌 
rec strain 

ND 0.1 ＋   － Kada et al., 
1980 
 

枯草菌  
rec strain 

ND 92,300 －   (＋)   Laumbach 
et al., 1977
 

DNA 損傷 
Differential 
killing test 
 
 

酵母 
 rad strain 

ND 100 ＋   ＋ Sharp & 
Parry, 
1981a 

遺伝子組換試

験 
酵母 
D7 

ND 6,010 ＋   ND Vashishat 
et al., 1980

ラット肝臓 
in vitro 

ND 28 ＋   ND Sina et al., 
1983 

DNA 鎖切断試

験 
マウスリンフォ

ーマ細胞 
L1578Y 

ND 96 ＋   ND Garberg et 
al., 1988 

不定期 DNA合

成試験 
ラット初代肝細

胞 
ND 4.6 －   ND Probst et 

al., 1981 

CHO 細胞 2) ND 4.8 ＋   ＋ Evance & 
Mitchell, 
1981 

CHO 細胞 V79 ND 23 ＋   ND von der 
Hude et al., 
1991 

SCE 試験 1) 

ヒトリンパ球 9 ＋    ＋ White, 
1980 

ショウジョウバ

エ 
混餌 

 
472 ppm 
 

＋ 
 

Knaap et 
al., 1982 

伴性劣性致死

試験 

ショウジョウバ

エ 
混餌 0.2 % － Wurgler & 

Graf, 1981

マウス (ICR) 
骨髄細胞 

腹腔内 100 mg/kg、 
２回 

－ Kirkhart, 
1981 

小核試験 

マウス 
(B6C3F1) 

腹腔内 160 mg/kg、 
2 回 

－ Salamone 
et al., 1981

ICR マウス 腹腔内 150 mg/kg、 
1 回 

－ Epstein et 
al., 1972 

優性致死試験 

ICR マウス 経口 20 mg/kg、 
5 回  

－ Sram et al., 
1976 

マウス (ICR) 
骨髄細胞 

腹腔内 1 mg/kg ＋ Rossi et al., 
1983 

染色体異常試

験 

マウス (ICR) 
骨髄細胞 

経口 200 － Sram et al., 
1976 

in 
vivo 

染色分体交換

試験 
CBA/J マウス 
骨髄 

腹腔内 6 mg/kg ＋a) Paika et al., 
1981 
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用量μg/mL 結果 
試験系 試験材料 処理条件 

最低   最高 －S9 +S9 
文献 

DNA 結合試験 BALB/c マウス 
Wistar ラット 
肝臓、肺、腎臓、

胃 

腹腔内 0.6 mg/kg、 
1 回 

+ Prodi et al., 
1986 

+：陽性、－：陰性、(+)：弱い陽性 ND：データなし、 
1) SCE 試験: 姉妹染色分体交換、 
2) CHO 細胞: チャイニーズハムスター卵巣細胞、 
a) 投与前に部分的に肝臓を除去したマウスのみ陽性 

 

 

7.3.7 発がん性 (表 7-7、表 7-8) 

エピクロロヒドリンの実験動物に対する発がん性については、ラットを用いた経口投与試験、

ラットを用いた吸入暴露試験、マウスを用いた皮下投与試験、マウスを用いた経皮投与試験、

マウスを用いた腹腔内投与試験、マウスを用いたイニシエーション・プロモーション試験が行

われており、エピクロロヒドリンは動物試験で､投与経路 (強制経口、飲水、吸入、皮下、腹腔

内) に係わらず発がん性を示す。前節の遺伝毒性も陽性である可能性が高く、動物試験からは

閾値のない発がん性物質に相当する。2 年間のラットを用いた経口投与試験（Wester et al., 1985）

では､最低投与量の 2mg/kg/日以上で、がん又は前がん症状が発生し､吸入試験では、6 時間/日、

5 日/週、一生涯投与で、これも最低投与量の 10 ppm (38 mg/m3) でがんが発生している（Laskin 

et al., 1980）。 

 

IARC は、エピクロロヒドリンをグループ 2A (ヒトに対して恐らく発がん性がある物質) に分

類している。 

 

表 7-7 エピクロロヒドリンの発がん性試験結果 

動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット
Wistar 
雄 

20匹/群 

経口投与

(強制) 
12 週間 
5 日/週 

 

0、20、40、
80 mg/kg/日

期間、及び投与量に依存した前胃の基底細胞

層の変化 (胃壁の肥厚、出血、過形成) 
 80 mg/kg 
 死亡 (2匹)、 体重増加の抑制 
 12週目の2/5の前胃に乳頭腫と扁平上皮がん

が共に発生 

van Esch 
& Wester, 
1982 

ラット 
Wistar 
雄6週齢 
18 匹/群 

経口投与

(飲水) 
 

81 週間  0、375、750、
1,500 mg/L 
(0、29、52、
89 mg/kg/日
相当 
ACGIH 換

算) 

 用量依存の体重増加抑制 
 

前胃表皮の過形成及び腫瘍 
投与量 生存数 過形成 乳頭腫 がん 

 0     10     0       0     0 
375 mg/L    9     7       0     0 
750        10     9       1     1 
1,500       12    12       7     2 
 
1,500 mg/L 
 口腔に扁平上皮がんの発生 (2/12) 

Konishi 
et al., 
1980 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

ラット 
Wistar 
雌雄 

50 匹/群 

経口投与

(強制) 
2 年間 
5 日/週 

 

0、2、10 
mg/kg/日 

前胃の過形成及び腫瘍 
性 mg/kg/日 過形成 乳頭腫 扁平上皮がん 
雄  0        5/50    1/50    
    2       24/40    6/49    6/49 
   10        6/49    4/49   35/49 
雌  0        3/47    2/47 
   2       12/44    3/44    2/44 
   10        7/39           24/39 

Wester et 
al., 1985 

ラット 
SD 
雄 

140 匹 

吸入暴露 
 

30 日間 
6 時間/

日 
 
観察 

一生涯 

0、100 ppm 
(0、378 
mg/m3)  

100 ppm 
 鼻甲介、咽頭、及び気管の粘膜に炎症 
 腎皮質部尿細管の拡張、腎髄質部硝子質円

柱 
 鼻腔上皮の扁平上皮がん (15 例) 
 鼻腔上皮の乳頭腫 (2 例) 
 気管支の乳頭腫 (1 例) 
 下垂体の腺腫 (4 例) 
 前胃の扁平上皮がん (1 例) 
対照にはこれらのがん、及び腺腫は発生して

いない 

Laskin et 
al., 1980 

ラット 
SD 
雄 

100 匹/群 

吸入暴露 16 週 - 
136 週

間 
6 時間/

日 
5 日/週 

 

0、10、30 
ppm (0、38、
113 mg/m3) 

一般病理 
死亡数大: 45%の死亡到達日数 
  10 ppm: 45 週目 
  30 ppm: 60 週目 
10 ppm 以上 
 重篤な肺のうっ血、細気管支拡張、肺炎 
30 ppm 
 40 週以降体重増加抑制 
発がん性 
10 ppm 
 下垂体腺腫; 1 例 
30 ppm 
 下垂体腺腫; 2 例 
 鼻腔の乳頭腫; 1 例 
 鼻腔の扁平上皮がん; 1 例 

Laskin et 
al., 1980 

マウス 
ICR 
雌 

50 匹 

皮下投与 1 回/週 
580 日

まで 

1.0 mg (溶
媒; トリカ

プリリン)/
回 

 投与群 
  皮膚肉腫 6 例、腺がん 1 例 (いずれも投与

部位)  
 溶媒対照群 
  皮膚肉腫 1 例 (投与部位)  

van 
Duuren et 
al., 1974 

マウス 
C3H 
40 匹 

経皮投与 3 回/週 
25 か月

間 

原液を背部

正中線に塗

布 

17 か月目; 30 匹生存 
24 か月目;  1 匹生存 
腫瘍の発生はみられなかった 

Weil et 
al., 1963 

マウス 
ICR 
雌 

50 匹 

経皮投与 3 回/週 
580 日

まで 

2.0 mg (溶
媒アセト

ン)を毛剃

りした皮膚

に塗布 

腫瘍はみられなかった van 
Duuren et 
al., 1974 

マウス 
ICR 
雌 

30 匹/群 
50 匹/溶
媒対照 

腹腔内投

与 
1 回/週 
450 日

まで 

1.0 mg (溶
媒トリカプ

リリン) /回

乳頭状肺腫瘍 
 投与群; 11 例 
 溶媒対照群; 10 例  

van 
Duuren et 
al., 1974 
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動物種等 投与方法 投与期間 投与量 結    果 文献 

マウス 
A 

雌雄 

腹腔内投

与 
3 回/週 
8 週間 

0、20、50、
100 mg/kg 

100 mg/kg 
 雄のマウスあたりの肺腫瘍数の増加 
（肺腫瘍数 (0.80±0.68、対照 0.47±0.63)） 

Stoner et 
al., 1986 

マウス 
ICR 
雌 

30 匹/群 
 

経皮投与 イニシエーション 
2.0 mg (溶媒アセト

ン)単回皮膚塗布 
プロモーション 
 酢酸ミリスチン酸

フォルボール 2.5 mg 
(溶媒アセトン) を 3回
/週、385 日まで塗布 

皮膚乳頭腫の発生 (106 週目) 
 投与群; 9/30 
 溶媒対照群; 0/30 
 プロモーターのみ対照群; 3/30 

van 
Duuren et 
al., 1974 

 

 

表 7-8 国際機関等でのエピクロロヒドリンの発がん性評価 

機関/出典 分 類 分 類 基 準 

IARC (2005) グループ 2A ヒトに対して恐らく発がん性がある。 

ACGIH (2005) A3 ヒトヘの関連性は不明であるが、実験動物で発がん性が確認さ

れた物質。 

日本産業衛生学会 (2005) 第 2A 群 人間に対しおそらく発がん性があると考えられ、証拠がより十

分な物質。 

U.S. EPA (2005) グループ B2 
恐らくヒト発がん性物質。動物での発がん性の十分な証拠があ

り､かつ、疫学研究から不十分な証拠、またはデータがない物質。

U.S. NTP (2002) R 合理的にヒトに対して発がん性があることが予想される物質。

 

 

7.4 ヒト健康への影響 (まとめ) 

 エピクロロヒドリンは皮膚､胃腸管、肺から急速に吸収され､体内に広く分布し、動物組織に

おける主な局在器官は、接触した部分であり、吸入の場合は嗅上皮、経口の場合は前胃、皮膚

接触の場合は皮膚であった。ラットにおいて、吸収された大部分のエピクロロヒドリンは迅速

に代謝され､α-クロロヒドリンを経由し二酸化炭素となり肺から、また、グルタチオン包合体

として尿中から排泄される。 

エピクロロヒドリンはヒトに対して眼、鼻粘膜への刺激性がある。また、エピクロロヒドリ

ンの感作性によるアレルギー性接触皮膚炎が誘導されるとの報告がある。 

 実験動物における急性経口毒性 (LD50) は、マウスで 236 mg/kg、ラットで 260 mg/kg であっ

た。急性の経皮毒性 (LD50) は、ラットで 750 mg/k、ウサギで 754 mg/k であった。皮下投与で

の LD50 は、ラットで 150 mg/k、ウサギで 515 mg/k であった。急性の吸入毒性 (LC50) は、マウ

スで 779 ppm (2 時間)、ラットで 623 ppm (4 時間) ないし 353 ppm (6 時間)、ウサギで 445 ppm (4

時間) であった。主な毒性症状は、呼吸器に出血を伴った刺激や水腫、中枢神経の抑制である。 

 エピクロロヒドリンの蒸気は、眼及び呼吸器に強い刺激をもたらし､原液に接触した場合は、

腐食性を示した。また､ヒトにも動物にも皮膚感作性を示した。ヒトでの研究及び反復投与動物

試験の結果からは、中枢神経系、呼吸器、肝臓、血液、眼､及び皮膚への影響がみられた。動物
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の経口及び吸入試験では、腎臓の皮質の壊死を伴った変性が明確に現れていたが､ヒトの疫学調

査では､急性、長期とも腎臓への影響に関しての報告例はなかった。 

動物による経口反復投与試験の最小の NOAEL は、ラットに 90 日間強制経口投与し､前胃の

粘膜過形成、表皮肥厚と過角化を指標とした 1 mg/kg/日であった。吸入反復暴露試験の最小の

NOAEL は､ラット、マウスに 6 時間/日、5 日/週、13 週間吸入暴露した試験で、ラットマウス

とも鼻甲介気道上皮の限局性びらん、過形成、扁平上皮化生を指標とした 5 ppm (19 mg/m3) で

あった。 

 エピクロロヒドリンは雄のラット及び鳥 (インコ) の精巣に影響を及ぼし､雄性不妊の原因

となった。しかし､限定された調査結果ではあるが､工場で暴露された男性作業者の生殖系への

影響は認められていない。 

エピクロロヒドリンの in vitro での短期の遺伝毒性試験は大部分陽性であった。in vivo でラット､

マウスの DNA と結合するという報告があった。in vivo でのマウス骨髄細胞の染色体異常試験

は陽性と陰性の結果があった。また､マウスを用いた経口投与の小核試験､優性致死試験は陰性

であったが腹腔内投与の染色体異常試験、染色分体交換試験では陽性であった。工場作業者の

リンパ球の染色体異常の結果は陽性と陰性の結果があった。これらを総合し、エピクロロヒド

リンは遺伝毒性を有する物質であると判断した。 

 発がん性の試験では吸入暴露で､ラットの鼻腔の上皮に炎症と変性、及び腫瘍 (扁平上皮がん、

乳頭腫) が、気管支には乳頭腫、下垂体には腺腫、また、経口投与で、前胃に、過形成、扁平

上皮化生、乳頭腫、扁平上皮がんが発生した。マウスにおいては､皮下投与部に限局的な悪性腫

瘍を誘発し、そして皮膚に塗布した場合には､弱いイニシエーターとして作用した。疫学的調査

結果は多くあるが､いずれも母数、死亡数とも十分でないため、エピクロロヒドリンの暴露とが

ん発生増加の相関は不明であった。国際機関等 (IARC、ACGIH、日本産業衛生学会、US EPA、

U.S.NTP) の発がん性に関する評価は、いずれも、動物では十分な証拠がある物質であり、IARC

は、エピクロロヒドリンをグループ 2A (ヒトに対して恐らく発がん性がある物質) に分類して

いる。 
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